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 環境水道委員会執行部名簿（環境局） 

職    名 氏  名 

環境局長  早野 貴志 

環境局 総括審議員兼

資源循環部長 

 
村上 慎一 

環境局 環境推進部長  永田 努 

環境政策課  
課長 梶原 桂子 

副課長 緒續 美智子 

脱炭素戦略課 課長 兼平 進一 

水保全課 
課長 古上 藤治 

副課長 三原 稔弘 

環境総合センター 所長（部長級） 近藤 芳樹 

廃棄物計画課 
課長 下錦田 英夫 

副課長 右山 敬基 

環境施設課 
課長 伊藤 暢章 

扇田環境センター所長 野添 和宏 

事業ごみ対策課 課長 菅本  康博 

浄化対策課  課長 松本 光裕 

西部クリーンセンター 所長 矢加部 恭一 

東部クリーンセンター 所長 堀 満 

東部環境工場 
場長 後藤 滋  

副場長 神崎 雄樹 
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　　【 局合計　334 人（正職員277人、再任用57人 ）】

環境局 組織図

令和５年（２０２３年）４月１日現在

環境局　　1人

環境推進部　　1人

環境政策課 17人

脱炭素戦略課 11人

水保全課　 18人

環境総合センター 26人

資源循環部　　1人

廃棄物計画課 22人

環境施設課 15人 扇田環境センター 14人

事業ごみ対策課 11人

東部環境工場 55人

浄化対策課 9人

西部クリーンセンター 67人

東部クリーンセンター 66人

3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4



※農水局所管

※都市建設局所管

※都市建設局所管

プラスチックごみによる公共用水域の汚染
対策とプラスチックごみの流出抑制

(6)

　２　安全・安心な生活環境対策の推進

　３　環境衛生における調査研究や情報の発信

適正なごみ処理の推進と体制の整備(4)

プラスチックの資源循環

第７次総合計画  施策・事業体系　　　環境局

政策 主な取組

　１　地球温暖化対策の推進

　２　循環型ごみ処理体制の確立と適正処理

再生可能エネルギーなどの導入促進とエ
ネルギーの効率的な利用促進

(1)

自動車交通などにおける化石燃料消費抑
制の推進

再使用（リユース）・再資源化（リサイクル）
の推進

(3)

　１　恵まれた水資源の保全

　１　ごみ減量に向けた３Rの推進

(5)

(1)

(1)

事業展開の基本方針

第
1
節
　
良
好
な
地
球
環
境
や
生
活
環
境
の
保
全

施策

(2)

大気汚染対策や騒音・振動など防止対策
の推進

(3)

(6)

野生動物に起因する生活被害の防止・軽
減

(4)

有害化学物質などに関する状況把握と調
査研究体制の整備

第
5
章
　
誇
る
べ
き
良
好
な
自
然
環
境
の
保
全
と
地
球
環
境
問
題
へ
の
積
極
的
な
対
応

　３　健全な森づくりの推進

　３　プラスチック対策の推進

　２　生物多様性の保全と持続可能な利用

　４　環境保全活動を実践できる人材の育成

広域連携や協働による地下水の保全

(2)

くまもと水ブランドの発信(3)

生物多様性の普及啓発と情報発信(4)

多様な生物の生息・生育環境の保全

(5)

環境啓発・環境教育の推進

協働による緑の創出と保全・活用(6)

適正な森林管理の推進(7)

地下水の質と量の保全及び公共用水域の
水質保全

３Rの意識啓発及び環境美化の推進

食品ロスを含むごみの発生抑制（リデュー
ス）の推進

第
2
節
　
魅
力
あ
る
多
様
な
自
然
環
境
の
保
全

第
3
節
　
持
続
可
能
な
循
環
型
社
会
の
構
築

(2)

(8) 森林環境教育や市民による森づくり

(5)
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政策 主な取組事業展開の基本方針施策

※上下水道局、南区所管

合併処理浄化槽の普及促進

 公共下水道の整備(1)
　１　良好な水環境に向けた汚水処理施設の
　　　整備

高度な汚水処理(3)

第
8
章
　
安
全
で
利
便
性
が
高
い
都
市
基
盤
の
充
実

第
8
節
　
総
合
的
な
汚
水
処
理
対
策
に
よ
る
良
好
な
水
環
境
の
実
現

(2)
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事務分掌・主要事業
（環境局）
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(3)　環境政策に係る総合的企画及び調整に関すること。

(4)　環境保全に係る調査研究に関すること。

(5)　環境保全行動の推進に関すること。

(6)　環境保全に係る紛争及び苦情の処理に関すること。

(7） 公害防止に係る総合的企画及び調整に関すること。

(8)　公害防止対策の推進に関すること。

(9)　公害(大気汚染、悪臭、騒音又は振動によるものをいう。)　に係る相談、調査、

　　  指導、規制及び研究に関すること。　

(10)   第一種指定化学物質の管理に関すること。

(11)　自然保護に係る総合的企画及び調整に関すること。

(12)　自然保護に係る調査研究に関すること。

(13)　自然保護活動の推進に関すること。

(14)　生物多様性に係る総合的企画及び調整に関すること。

(15)   共同利用施設託麻東部会館に関すること。

(16)   環境審議会に関すること。

(17)   環境紛争調整委員会に関すること。

(18)   環境局指定管理者候補者選定委員会に関すること。

(19)   生物多様性推進会議に関すること。

課等 環境局事務分掌

環境政策課 (1)　局内の政策その他重要事項の総合的調整に関すること。

(2)　局内事務及び部内事務の連絡調整に関すること。

脱炭素戦略課 (1)　地球温暖化対策に係る総合的企画及び調整に関すること。

(2)　再生可能エネルギーの普及促進に関すること。

(3)　次世代自動車の普及促進に関すること。

(4)　地球温暖化防止活動推進センター指定法人選考委員会に関すること。

(5)　省エネルギー等推進基金に関すること。
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事業名 予算額（千円） 事業内容

大気汚染等監視経費 25,098

環境影響評価制度関係経費 12,960

自然環境保全経費 10,430

生物多様性保全推進経費 7,930

グリーンボンド発行準備経費 3,000

水道事業会計繰出金 68,937 水道事業に係る一般会計繰出金

下水道事業会計繰出金 6,205,223 下水道事業に係る一般会計繰出金

脱炭素戦略課 14,200

省エネルギー等推進経費 93,044

市有施設ＬＥＤ化整備経費 465,569 市有施設照明のＬＥＤ化の推進に要する経費

116,600

令和５年度主要事業

課名

環境政策課 大気汚染測定機維持管理及び大気汚染物質
調査委託等に要する経費

「(仮称）環境影響評価条例」の制定に向けた
調査・検討に要する経費

江津湖地域の生態系保全及びアライグマ対策
に要する経費

「熊本市生物多様性戦略」の改定等に要する
経費

グリーンボンドの発行に向けた外部評価機関
の認証取得に要する経費

くまもと脱炭素循環共生圏推
進経費

熊本連携中枢都市圏における脱炭素化の推
進に要する経費

太陽光発電設備や電気自動車、省エネ機器等
の導入に対する助成等に要する経緯

地域エネルギー事業推進経
費

市有施設への大型蓄電池の設置及び電力の
需給調整等に要する経費
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(2)   水資源の活用に係る調査研究に関すること。

(3) 　地下水保全活動の推進に関すること。

(4)　 水利用合理化対策の推進に関すること。

(5)　 地下水のかん養対策の推進に関すること。

(6)　 水源かん養林の造成及び整備に関すること。

(7) 　公害(水質汚濁、土壌の汚染又は地盤沈下によるものをいう。)に係る相談、

　 　　調査、指導、規制及び研究に関すること。

(8)　 ダイオキシン類対策特別措置法(平成11年法律第105号)に基づく対策地域の

　　 　指定等及び対策計画の策定等に関すること。

(9)　 関係機関等との連絡調整に関すること。

(10)   東部堆肥センターに関すること。

(11)   熊本水遺産委員会に関すること。

(12)   地下水浄化対策検討委員会に関すること。

(13)   硝酸性窒素対策検討委員会に関すること。

(14)   家畜排せつ物適性処理検討委員会に関すること。

(15)   くまもと地下水財団との連絡調整に関すること。

(2)　 食品及び環境衛生に係る総合的な試験検査及び調査研究に関すること。

(3) 　微生物学的及び臨床病理学的な検査研究に関すること。

(4) 　地下水質に関する調査研究に関すること。

(5)　 地下水量の確保に関する調査研究に関すること。

(6)　 環境保全に係る総合的な試験検査及び調査研究に関すること。

(7)　 環境保全に係る啓発及び推進に関すること。

(8)　 国、県等の研究機関等との連絡調整に関すること。

(9)　 環境に係る情報の収集及び提供に関すること。

課等 環境局事務分掌

水保全課 (1)　 水資源の活用に係る総合的企画及び調整に関すること。

(1)　 環境総合センターの管理及び運営に関すること。環境総合セン
ター
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事業名 予算額（千円） 事業内容

5,600

白川中流域かん養推進経費 51,800

135,366

硝酸性窒素削減対策経費        20,000

広域水保全体制運営経費 10,576

一般検査経費（政策） 1,500

感染症対策経費（政策） 3,700

38,000

主要事業

課名

水保全課 「（仮称）熊本水フォーラム」の開催等に要する
経費

くまもと水ブランド情報発信経
費

地下水等に含まれる金属成分を測定する機器
の更新等に要する経費

白川中流域の転作田で行われる湛水に対する
助成金等

東部堆肥センター管理運営
経費

家畜排せつ物の適正処理及び堆肥化を行う東
部堆肥センターの管理運営に係る経費

東部堆肥センターの家畜排せつ物処理設備等
の改修に要する経費

地下水保全を広域的に行うための（公財）くま
もと地下水財団への負担金

感染症等検査に必要な機器の更新に係る経
費

新型コロナウイルス検査体制
強化経費（環境総合セン
ター）

環境総合センターにおけるゲノム解析、ＰＣＲ
検査等の試薬購入や検査機器の保守点検に
係る経費

環境総合セン
ター
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(1)　 部内事務の連絡調整に関すること。

(2)　 廃棄物行政に係る総合的企画に関すること。

(3)　 廃棄物処理手数料に関すること。

(4)   指定収集袋に関すること。

(5) 　ごみ収集に関すること（他課の所管に属するものを除く。）。

(6)   資源リサイクルに関すること。

(7) 　ごみに関する相談及び大型ごみの申込受付に関すること。

(8)　 ごみ減量及びリサイクルの推進に関すること(事業ごみを除く。）。

(9)　 生活環境の美化に関すること（他課の所管に属するものを除く。）。

(10)   旧リサイクル情報プラザに関すること。

(11)　 平成28年熊本地震による損壊家屋等の解体及び撤去に関すること(他課の

　　　 所管に属するものを除く。)。

(12)　 平成28年熊本地震による災害廃棄物の処理等に関すること。

環境施設課 (1)   局の所管に属する環境施設等の整備に関すること。

(2)   局の所管に属する環境施設等の維持管理に係る技術支援に関すること。

(3)   循環型社会の形成推進に関すること。

(4)   西部環境工場の管理及び運営に関すること。

(5)   戸島ふれあい広場及び扇田ふれあい広場に関すること。

(6)   扇田環境センター(室)に関すること。

(7)   西部交流センターに関すること。

(1)　 廃棄物の埋立処分に関すること。

(2)　 埋立地の管理に関すること。

(3)　 埋立地周辺住民との連絡調整に関すること。

(1)　廃棄物処理の指導及び監督に関すること（他課の所管に属するものを除く。）。

(2)　事業ごみの減量及びリサイクルの推進に関すること。

(3)　使用済自動車の再資源化に関すること。

(4)　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理に関すること（他課の所管に属するものを除く。）。

(5)　放置自動車対策に関すること（他課の所管に属するものを除く。）。

(6)　資源物の持去り対策に関すること。

(7)　放置自動車対策協議会に関すること。

課等 環境局事務分掌

廃棄物計画課

扇田環境セン
ター（室）

事業ごみ対策課
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事業名 予算額（千円） 事業内容

家庭ごみ再資源化推進経費            1,393,000

ごみ収集経費（政策） 1,334,100

指定収集袋製造等関係経費 373,000 指定収集袋の製造に要する経費

食品ロス対策推進経費 1,500 食品ロス削減の啓発等に要する経費

３R推進経費 20,000

プラスチックごみ対策経費 900

1,729,400

新西部環境工場運営経費 317,700

西部交流センター運営経費 81,473

埋立処理経費（政策） 172,700 扇田環境センターの維持管理経費等

資源物持ち去り対策経費 34,610

20,300

主要事業

課名

廃棄物計画課 資源物等の再資源化に要する経費

ごみ収集運搬業務の委託等に要する経費

ごみの減量、リサイクルの推進に要する経費

プラスチックごみ削減の啓発等に要する経費

環境施設課 東部環境工場機能維持経費 東部環境工場の機能維持に係る基幹的設備
改修経費

新西部環境工場（公設民営）の運営並びに焼
却灰（主灰）の運搬処理経費

温浴施設や多目的室を中心とした西部交流セ
ンターの管理運営経費

事業ごみ対策課 資源物等の持ち去り行為の監視パトロール等
に係る経費

産業廃棄物適正処理推進経
費

産業廃棄物処理施設の周辺環境調査及び不
法投棄監視業務経費
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(1)　  し尿処理の総合的企画に関すること。

(2)  　し尿処理業者の指導及び監督に関すること。

(3)　 浄化槽の設置、保守点検及び清掃に関すること。

(4)　 公衆便所に関すること(他課の所管に属するものを除く。)。

(5)　 旧秋津浄化センターに関すること。

(1)　 ごみの収集及び運搬に関すること。

(2)　 センターの施設及び車両の管理に関すること。

(3)　 ごみ出しルール及びごみ減量・リサイクルの啓発に関すること。

(4)　 不燃物及び大型ごみの収集に関すること。

(1)　 ごみの焼却処分に関すること。

(2)　 ばいじん及びごみの分析及び測定に関すること。

(3)　 工場の施設及び設備の管理に関すること。

(4)   三山荘及び東部交流センターに関すること。

西部クリーンセ
ンター及び東部
クリーンセンター

東部環境工場

課等 環境局事務分掌

浄化対策課
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事業名 予算額（千円） 事業内容

87,627

公衆トイレ解体経費 1,200 公衆トイレの解体設計に要する経費

小型合併処理浄化槽設置費
助成

単独処理浄化槽や汲み取り便槽から合併処理
浄化槽への転換に対する助成

主要事業

課名

浄化対策課
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